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目標値

事業名 16年度

国家公
務員の
テレワー
クの実
施

10百万円
（2か月、6人）

テレワー
ク推進
のため
の調査
研究

―

ＳＯＨＯ
支援団
体の実
態及び
支援策
の在り方
に関す
る調査
研究

―

項目

項目

「企業の
ための
テレワー
ク導入・
運用ガイ
ドブック」
の公表

――

施策名 （施策52）　テレワーク・ＳＯＨＯの推進 担当部局名
情報通信政策局
情報流通高度化
推進室

施策の概要

　現在、民間においては在宅勤務時の適切な管理や評価、情報セキュリティ対策等の課題があり、テ
レワーク・ＳＯＨＯの普及の進捗は不十分な状況にある。また、国家公務員においてはテレワークが
未導入の状態にあり、国全体のテレワーク導入を促進する観点からも、国家公務員の実施による一
層の普及啓発が強く求められている。
　このような状況を踏まえ、テレワーク・SOHOの実態調査を実施するなどテレワーク・SOHOの推進の
ための施策を総合的に実施していくことにより、e-Japan戦略Ⅱにおける目標である「2010年までに適
正な就業環境の下でのテレワーカーを就業者人口の２割とすること」に資するとともに、柔軟な勤務
形態の実現、就業機会の増大による雇用創出、少子高齢化対策の推進、地球温暖化の防止等に貢
献する。
　なお、本施策の達成度合いを測るための指標は、上記に倣い、テレワーカーの就業者人口に占め
る割合とする。

主な指標の状況

主な指標等 目標年度 17年度

適正な就業環境の下でのテ
レワーカーが就業者人口に占
める割合

20%

14年度

6.1%

総務省職員によるテレワークを試行
し、円滑な情報共有や勤務管理面等
での課題を整理した。

―
15百万円

（4か月、18人）

概　　　　要 15年度

施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

予算執行を
主とするもの

制度の企画･
運用を主とす
るもの

概　　　　　　　　　　要

情報提供等
を主とするも
の､その他

概　　　　　　　　　　要

6百万円

ＳＯＨＯ支援団体の実態を把握し、そ
の支援策を体系化し、在るべき支援策
の姿を検討の上モデルを提示した。ま
た、あわせて支援団体の役割や活動
を周知した。

　(業務改善への取組状況）

　テレワーク推進関係４省と協力し、「企業のためのテレワーク導入・運用ガイドブック」の作成や、産学官からなる「テレワーク推進
フォーラム」の設立の呼びかけ等を実施した。また、テレワーク・SOHOの普及促進に繋がるより実践的な取組となるよう、平成１７
年１１月に設立した「テレワーク推進フォーラム」の活動と連携を図り、推進施策を実施している。

22年度 10.4%

　テレワーク推進関係４省（総務省、厚生労働省、経済産業省及び国土交通省）が共同で、企業におけ
るテレワークの導入・運用を支援するための手引書を作成した。

― 10百万円

テレワークの円滑な導入に資する調
査研究や、普及啓発方法等の調査研
究を実施した。

―

17年度



『平成１８年度施策実施状況調書』

予 制 事
本施策に関する
課題等の状況

○ 課題の状況
　企業や就業者に与える効果や影響が明らかでないこと、在宅勤務時の適切な管
理や評価、情報セキュリティの確保等の課題があり、またテレワーク・ＳＯＨＯという
働き方への理解そのものが不足しているため、その普及の進捗は不十分な状況
にある。

○ より実践的な推進施策の実施
　平成１７年度までは、国内外の実態等を調査・分析し、ﾃﾚﾜｰｸ･SOHOの効果・効
用を体系化するなど、主に基礎的な調査研究に取り組んできた。
　平成１８年度は、これまでの調査研究の成果を総括するとともに、普及発展、課
題等解決に資するよう、「テレワーク円滑化・効率化調査研究」を実施する。
　平成１９年度以降は、次世代育成支援対策法に基づく行動計画策定指針や、京
都議定書目標達成計画にもテレワークが盛り込まれるなど、一層の普及を押し進
めるべき時期を迎えているため、これまでの調査研究等の成果を踏まえつつ、普
及発展、課題等解決に資するより実践的な推進施策を中心に据え、平成２２年度
まで継続して取り組む。

本施策に関する
専門家の意見等

―

本施策に関する
主な資料

○ 総務省ＨＰ　http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/telework/index.htm

○ テレワーク推進フォーラムＨＰ　http://www.telework-forum.jp


